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富山県経営管理部情報政策課

富山県の自治体クラウドにおける
県の役割について
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人口規模：19万1千人（約3千人～約9万5千人）

射水市・滑川市・入善町・上市町・朝日町・舟橋村

• 自治体クラウド参加市町村（2市3町1村）

33,489人
94,301人

25,750人

12,794人

21,523人

3,025人
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【人口はH28.1.1現在】

41,944人
【新規加入H30.4稼働】

１.富山県の市町村



１ 富山県電子自治体の整備に関する研究会（情報収集と提供 H25.9～24.3）
○組織 ・構成：全市町村情報担当課長等、事務局：市町村管理組合及び県
○内容 ・総務省地域情報政策室、奈良県河合町職員による講演

・ベンダー(３社)のプレゼンテーション
・先進自治体（神奈川県町村会、奈良県河合町等）視察

２ 富山県自治体クラウド検討会（情報システム現況調査等 H24.4～25.3 ）
○組織 ・構成：全市町村情報担当課長等、事務局：県情報政策課(専任１名)・市町村支援課
○内容 ・市町村の情報システムの現況調査

・第１回情報提供依頼（13社に依頼）
・富山県自治体クラウド検討会報告書作成
・市町村に出向いての市町村情報担当職員からのヒアリング

３ 富山県共同利用型自治体クラウド会議（共同化計画策定等 H25.5～現在）
○組織 ・構成：全市町村の副市町村長、事務局：県情報政策課（専任１名）・市町村支援課
○内容 ・副市町村長への説明

・富山県市町村情報システム共同化計画策定
・自治体クラウドへの参加意向の確認
・参加市町村の絞り込み（参加希望10市町村→６市町村へ）
・自治体クラウド会議の下に富山県情報システム共同利用推進協議会(※）の設置

※富山県情報システム共同利用推進協議会（調達・導入・運用 H25.10～現在）

・組織：参加６市町村の情報担当課長、事務局：県情報政策課（専任１名）・市町村支援課・
射水市からの派遣職員１名（H26.4～H27.3） 4

２．現状把握・計画立案（平成22年9月～25年10月）



 ２－２ 自治体クラウド推進体制
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１ 総務省の自治体クラウド推進への取り組み

・総務省において自治体クラウド推進の取り組みが行われており、全国の複数自治体に
おいて自治体クラウド導入によるコスト削減効果がみられたこと。

２ 上司からの指示

・平成２４年度に策定した県の総合計画「新・元気とやま創造計画」の中に、知事の指

示により「自治体クラウドの推進」という文言が明記されるとともに、プロジェクト

を進める中で部長の強力なバックアップがあったこと。

３ ＩＣＴ関連経費の削減要請

・県においても、平成１８年度からＩＣＴの調達審査制度を導入するとともに、２２
年度には「富山県情報システム全体最適化計画」を策定し、ＩＣＴのコスト削減に取
り組んでいたこと。また、県内の複数の市町村から、システム更新や改修の見積額に
ついて相談を受けていたこと。

２－３ 県がクラウド支援に取り組んだ背景
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　自治体クラウド全体スケ
ジュール

　番号制度スケジュール

　番号制度システム対応
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マイナンバー対応を考慮した自治体クラウド導入スケジュール
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▲番号法成立(5月24日) H27.4～

住基NW仮運用

H27.10～

付番・通知

H28.1～

個人番号利用・個人番号カード公布

H29.1～

情報連携(情報提供NW、ﾏｲﾎﾟｰﾀﾙ利用開始）

H29.7～

H27当初予算化 H28当初予算化

(H27.4) 個人番号対応の住基ネット稼働

(H27.4～9) 住民票に個人番号を仮記載

システム

対応①

システム

対応③

システム

対応②

整備
(H27.10)  個人番号を住民票に記載

(H27.10)  中間サーバー設置

(H28.1)    個人番号・法人番号を各業務で利用開始

省庁間等の

情報提供ネットワークシステム接続
符号

取得

当初予算化

NW・機器構成等検討 NW・機器等設定・設置 情報連携NW運用テスト
市町村間
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仕様

確定 二重投資

移 行
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クラウド移 行

クラウド移 行

現 行

クラウド移 行
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２－４ 次期システム更新予定



１ 現行システムの棚卸し

・情報資産台帳が未整備 ⇒ 既存ベンダーの協力のもと、システム導入業務、ハード
ウェア（パソコン、OCR、スキャナー）の台数・利用所属及び設置場所・階層別利用者
数、業務システム毎のデータ件数とデータ項目、外部システムとのデータ連携（連携
の方向、連係情報、連携方法、サイクル）、業務システムからの出力帳票（帳票名、
処理周期、用紙仕様、封入・封緘の有無等）等について調査

２ 調達範囲の検討

・調達範囲の絞り込み ⇒ ブラックボックス化しているもの、仕様統一ができない

もの、共同利用が困難なものについては調達の範囲外へ。

３ 業務標準化（業務要件定義）の検討
・業務標準化＆条例・規則等の影響調査改正 ⇒ フィット＆ギャップの中で実施

４ 費用負担割合
・シュミレーション ⇒ ベンダー見積りと先進自治体の費用負担割合を参考に作成

５ 調達仕様（SLAを含む）の作成

・先進自治体を参考に仕様書案を作成 ⇒ 機能要件は基本機能のみ記載

・ベンダーへの仕様書（案）意見招請 ⇒ 意見招請を踏まえ仕様書の内容を大幅変更
8

３.仕様検討（平成25年10月～12月）



 

 

○基幹系業務システム等（25業務：青色部分）
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※①ブラックボックス化しているもの、②仕様統一ができないもの、③共同利用が困難な
ものについては、調達の対象範囲外とした。

①・・・外部システム連携、既存システムからのデータ抽出
②・・・外部ネットワーク、アウトソーシング（データエントリー、大量帳票出力、

圧着・封入封緘、搬送）、マイナンバー対応等
③・・・上下水道システム等

３－２ クラウド化の範囲


